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第一章 

ガイドラインの概要 



(平成 31 年 3 月一部改訂) 

2



(平成 31 年 3 月一部改訂) 

3

（１）ガイドラインの位置づけ・目的 

１．事前復興の取組について 

本県においては震災発生後の迅速な都市の復興のため、平成２４年度

までに愛知県震災復興都市計画の手引き（手続き編）及び（計画編）を

策定した。 

その手引き（計画編）では、被災後の混乱の中でできるだけ速やかに

復興計画を作成することと併せて、住民との合意形成を十分に図るとい

う相反した命題を実務上の課題としており、さらにはその対応として事

前復興計画の取組を進めておくことが重要としている。 

 この事前復興計画の取組は、 

・地区課題の改善について、地域住民の方々と協働で検討を進める

取組。ひいては、被災後の震災復興計画のたたき台（素案）につ

ながっていく様々な取組。（※計画編 P11 より）

と地区の実情に応じて多種多様なものを想定しており、この取組を実施

することにより、防災意識の向上や住民組織の形成、復興計画のたたき

台が事前に準備されるなど被災後の復興対応力の向上が期待されるもの

である。また、事業機運の高まりによっては部分的にでも地区課題が解

消し、まちの防災性の向上が期待されるものである。 

 なお、本ガイドラインにおいては、手引き（計画編）での「事前復興

計画の取組」を「事前復興の取組」と表現にすることとした。 

 また、平成２７年度には事前復興まちづくり模擬訓練プログラムとし

て、訓練の具体的な手順等をまとめたプログラムを策定した。平成２９

年度には簡略版事前復興まちづくり模擬訓練プログラムを策定した。 

２．ガイドラインの位置づけ・目的 

 本ガイドラインは、この事前復興の取組を進める上での基本的な考え

方や、実際に地域で事前復興の取組のケーススタディを行った事例とそ

の留意点等も記載されており、今後市町村で、事前復興の取組が促進さ

れるよう作成したものである。 

事前復興の取組を実施するにあたっては、本ガイドラインに縛られる

ことなく、地域の実情に応じて適宜改良して実施されたい。 
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【本県作成の手引き等】 

○手引き 

○ガイドライン

○プログラム 

「愛知県震災復興都市計画の手引き（計画編）」  Ｈ２５年３月策定 

【復興計画を定めるための基準や考え方をまとめたもの】 

【事前復興計画の取組の推進を促すもの】 

・復興計画の策定に必要な知識や技術基準、復興計画実例、模擬策定作業資

料 

・事前復興計画の取組やその考え方、留意事項 

「事前復興の取組に関するガイドライン」      Ｈ２６年３月策定 

【事前復興の取組を進める上での基本的な考え方をまとめたもの】 

【地域でｹｰｽｽﾀﾃﾞｨを行った事例とその留意点等をまとめたもの】 

・事前復興の取組の効果や体系、実施にあたっての留意点、ケーススタディ

結果 

・市町村で事前復興の取組が促進するよう作成 

「事前復興まちづくり模擬訓練プログラム」   Ｈ２８年３月策定 

「簡略版事前復興まちづくり模擬訓練プログラム」 Ｈ３０年３月策定 

 【訓練の具体的な手順、方法などをまとめたもの】 

・市町村や住民主体で模擬訓練が実施できるよう作成 

・企画・準備から当日の訓練に必要な資料 

・通常版は２日間、簡略版は半日の訓練内容 

「愛知県震災復興都市計画の手引き（手続き編）」  Ｈ２４年４月策定 

【手続きの詳細マニュアル】 

・県や市町村職員の詳細な行動内容や計画の策定指針 
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（２）ガイドラインの構成 

事前復興の取組は、先述のとおり多種多様なものを想定していること

から、本ガイドラインでは実施にあたっての基本的な考え方やケースス

タディ、参考となる取組事例等を幅広く示すことで地域の実情に応じた

様々な取組や事前の検討作業等に資するものとしている。 

各章の主な内容を以下に示す。 

 「第一章 ガイドラインの概要」では、ガイドラインを策定した目的

やその構成について記載している。 

「第二章 事前復興の取組を進める上での基本的な考え方」では、事

前復興の取組を実際に進める上での基本的な考え方や実施にあたっての

留意点、他自治体での取組事例等を記載している。 

 「第三章 ケーススタディ」では、事前復興の取組として、主に都市

災害リスクの把握から地域との協働関係構築（きっかけづくり）までを

対象として実施した内容と、実施した際の進め方や留意点等をまとめた

具体事例を記載している。 

 「参考資料」では、第三章のケーススタディで用いたガイダンス資料

などを参考添付している。 
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第二章 

事前復興の取組を進め

る上での基本的な考え

方
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事前復興の取組を進める上での基本的な考え方 

 第一章で示したとおり、都市復興の迅速化、復興計画に関する合意形

成の円滑化等を図るためには、事前復興に取り組むことが有効である。 

本章では、事前復興の取組を実際に進める上での基本的な考え方や実

施にあたっての留意点、そして他自治体での取組事例などについて取り

まとめている。 
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（１）事前復興の取組の概要 

１．事前復興の取組の効果    ※手引き（計画編）第二章(1)P11～抜粋引用

事前復興は、地域住民の方々と協働して取組を進めることとなるが、

これを進める中で、①復興検討協議会の素地となる組織が地元に作られ

ること、②地域の危険度の認識やその軽減のための検討が進められ、地

域の将来像や対策の方向性が整理されること、③対策実施に繋がり、被

害の低減が進むこと、などが期待される。 

特に①の組織体制が被災する地域に整っていることは、阪神・淡路大

震災での復興の実例のとおり、被災以後の計画づくりや合意形成におい

て相当プラスとなるものと考えられる。 

また、②の地域の将来像や対策の方向性が、被災前に整理されている

ことは、震災復興都市計画の策定において、非常に役に立つものと考え

られる。 

そして、被災後、事前に検討されていた地域の将来像等をたたき台と

して、復興計画の策定を行えることは、十分な合意の形成や速やかな計

画策定において大変有効である。地域を離れて避難される方もいる特殊

な状況で、全くの白紙の状態から地域の合意形成を進めていくことは、

東日本大震災での教訓のとおり、相当時間を要する手続きとなる。従前

から地域で議論してきた将来像等を、復興都市計画における地域目標と

して位置付けることができるよう、被災前から時間をかけて準備してお

くことが求められている。 

２．事前復興の取組の体系 

 事前復興の取組は、先述のとおり幅広く様々な取組であり、これらは

地域住民と行政が協働して取組を進めることとなるが、その内容は主に、

被災状況を想定しその情報を共有すること、被災後のまちの復興計画を

描くこと、復興計画を作る手順を共有すること、地区課題解消のため部

分的にでも施策を実施することなどで構成されていると考えられる。 

そして、この地域住民を含めた協働体制での取組においては、次ペー

ジに示す、手引き（計画編）第二章(3)の「事前復興計画の取組の体系 」

のとおり、地域の実情に応じてステップ０から３といった段階的な進め

方を整理している。 
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事前復興計画の取組の体系     ※手引き（計画編）第二章(3)P17 より引用 

（行政と地域による協働取組から地域主導での取組へ） 

 地域の方々との協働関係構築から、計画づくり、事業実施に至る手法、

進め方の基本を整理する。また、被災後の復興における効果との関係性

を以下に示す。 

ステップ０ 分析・評価・情報発信 

・都市災害リスクの情報発信

・都市危険度評価 

（都市状況の把握、重点対策地域の抽出） 

・都市災害リスクの情報発信 

（都市災害に関するハザードマップの作成） 

ステップ１ 協働関係の構築－きっかけづくり 

・住民による議論の場の形成（地域組織の形成）

・まちあるき点検による地区の危険マップ作り、避難計

画づくり 

・避難訓練 

・防災講演会の実施（災害危険性の周知、認知の向上） 

など 

ステップ２ 協働による検討から、地域主導での検討へ 

・地域の将来像、対策の方向性の議論（被災後の震災復興

都市計画のたたき台）

・地区の防災課題などに関する様々な議論 

・事業気運の醸成 ・まちのリーダー育成 

・被災時の初動体制の検討（初期消火や共助による避難） 

         など 

ステップ３ 地区課題の解消のための計画策定、施策の

実施へ 

・平時からのまちづくりの推進 

・区画整理、地区計画、局部改修事業

・建築物の耐震化、家具の転倒防止対策    など 

震災復興都市計画のたたき台が準備される 

市町村都市計画マスタープランへ地域将来像等

が反映されている 

事前復興計画の取組（平時） 被災後の復興における効果 

（危機時）

復興検討組織が速やかに立ち上がる 

危機時における地域窓口ができる 

地域の危機管理意識が向上する 

事前復興計画の取組により、被災前、被災後の両面対策の実施

を図る 

・まちの防災性の向上（被災前） 

・危機管理の向上（被災後） 

◇危機発生時の対応能力の向上

◇平時からの対策実施による被害規模

の軽減

速やかな避難が実現する、自主防災活動の円滑

化が図られる 

都市の復旧、復興期間を短縮する 

地域の課題解消によるまちの安全性、持続性が

確保される 
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以下では各ステップにおける事前復興の取組のイメージを示すため、

具体的な取組事例をまとめ、その内容を記述する。 

（ステップ０ 分析・評価・情報発信） 

 平時における取り組みの第一歩としては、都市や地域の現況を把握し、

それらを住民へ情報発信することにある。 

具体手法としては、危険度判定評価や延焼シミュレーション結果を用

いて重点対策地域を抽出することや、ハザードマップの作成配布など、

都市の被災想定などの情報を適切に住民に提供することが考えられる。 

※都市危険度評価指標については、手引き（計画編）第三章(1)P37～参照 

 このため、実施については主に行政主体となることが多い。

事例 ＜災害危険度判定の例＞    ＜延焼シミュレーションの例＞ 

出典：国交省都市・地域安全課 HP４）    出典：都市防災推進協議会 HP５）

＜ハザードマップの例＞

田原市防災マップ    
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事例 震災復興検討地区カルテの作成

 市街地の円滑な復興には、被災後の混乱の中、速やかに建築物の倒壊

状況等の調査を行う必要があり、これら調査・検討を円滑に進めるには、

あらかじめ震災復興都市計画の対象となり得る地区を把握し、必要な情

報等について整理していくことが極めて有効である。

地区カルテの例 

事例 地籍調査の実施

 速やかな事業着手のためには、被害が想定される地区の官民境界等、

地籍調査を先行的に実施することが望ましい。 

出典：地籍調査のススメ６）
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（ステップ１ 協働関係の構築－きっかけづくり） 

 ステップ１については、行政と地域住民との協働関係の構築を図るこ

とにある。 

 具体手法としては、住民自らが行うまち歩き点検による地区の危険マ

ップ作りや避難計画づくり、防災訓練や防災講演会の開催などで啓蒙活

動を行うことで、住民の都市災害の認知向上が図られて、地域組織の形

成へ繋げることができる。 

 このため、実施主体が行政のみでなく住民も交えた協働体制となるこ

とが多い。 

事例 簡略版事前復興まちづくり模擬訓練プログラムの策定 

 事前復興まちづくり模擬訓練プログラム（平成２８年度）の簡略版を

平成２９年度に策定した。 

  ・市町村や住民主体による模擬訓練の実施 

・訓練の企画と準備、訓練方法をとりまとめたもの 

  ・簡略版は半日で実施できるプログラム 
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事例 まち歩き点検、手作りマップ作り 

住民自らが実際にまちを歩き、まちの様子を目視などで点検し、手作

りマップとしてまとめるものである。 

点検は以下に示す様々な観点で進められるが、点検結果をその後も活

用することを念頭に適宜取捨選択する。 

  ・地震発災時に危険と思われる箇所 

  ・被災時に役立つところ、役立つもの（復興資源） 

  ・まちの魅力 

  ・平時その他における危険箇所（浸水ハザード、地域安全マップ等） 

まち歩き 

まち歩き結果図の作成              まち歩き結果図 
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事例 防災訓練や防災講演会等の開催 

防災訓練は、県や市町村などの行政機関と自主防災会等が合同で訓練

を行い、地震及び津波被害時における総合防災体制の確立や住民の防災

意識の高揚を図るものである。 

・防災関係機関及び地域住民への情報伝達訓練 

・高台や避難所への避難訓練 

・シェイクアウト訓練（一斉防災訓練） 

・避難所開設訓練 

・東日本大震災における活動講話、高齢者等への支援講習 

・ボランティアセンター設置訓練     など

美浜町「平成 25 年度愛知県・美浜町津波・地震防災訓練」資料より写真引用

    避難所作成           話し合う様子         ポンプ確認 

愛知県生涯学習課 HP「愛知県青少年防災キャンプ事例発表会」７）より写真引用 

知多市防災安全課 HP「防災関連情報全般（防災のホームページ）」８）より写真引用 
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（ステップ２ 協働による検討から、地域主導での検討へ） 

 ステップ２については、まちの将来像や復興対策の方向性などを住民

主体で議論し、次のステップの地区課題解消のための計画策定や施策の

実施に繋げていくことにある。 

 具体手法としては、事前復興まちづくり模擬訓練やまちのリーダー育

成、被災時の初動体制の検討などである。 

 このため、主な実施主体は地域住民となり、行政は必要な情報や資料

提供などで住民主体の活動を支援することが考えられる。 

事例 事前復興まちづくり模擬訓練プログラムの策定 

 事前復興まちづくり模擬訓練は大規模地震による被害を想定した上で、

被災後のまちづくりについて考える訓練であり、その被害を見越して事

前に復興まちづくりについて考える「事前復興まちづくり模擬訓練プロ

グラム」を平成２７年度に策定した。 
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事例 事前復興まちづくり模擬訓練の実施 

（住民による復興まちづくりの事前検討） 

地元役員や消防団ほか地域住民が、事前に作成したまち歩き結果や訓

練用被害想定などを元に地区の防災課題の対策などに関する様々な議論

を行うものである。 

議論の結果は、復興まちづくりの提案図としてまとめるが、住民の防

災意識の高まりによっては地元役員のみでなく幅広い年齢層や職種にわ

たり参加を促すことで、より住民意見の反映された精度の高い復興まち

づくりの提案となり、被災時には復興計画などのたたき台としての活用

が期待されるものとなる。 

まちの課題のグループ討論 

 討論結果発表（復興まちづくりの提案）  復興まちづくり提案図の例（岡崎市広幡地区） 
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（訓練成果アーカイブス） 

 訓練参加者に加え、訓練未参加の地域住民と訓練成果を共有するため

のニュース発行や記録映像づくり、報告会などを行う。 

アーカイブスとしては、各回の訓練ニュース、訓練当日の資料、編集

した記録映像などがある。 
市古太郎(2009）「７章 震災復興まちづくり模擬訓練」『復興まちづくり (大震災

に備えるシリーズⅡ)』P254, 日本建築学会叢書９）

訓練ニュースの例 

岡崎市広幡地区「まちづくりかわら版」10）

事例 まちのリーダー育成 

 住民主体のまちづくりを進める上で、活動方針の検討や参加者の意思

統一を図るためにワークショップ手法が用いられることが少なくない。 

 そして、参加者同士の具体的な案を取りまとめ集約するためには、ワ

ークショップの企画運営技法、住民参加の話し合いから案をまとめる技

法などを修得したまちづくりのリーダーが必要不可欠となる。 

自治体や商工会議所などが育成事業を行っているため、これらも活用

しながら次世代のまちのリーダーの育成を行う。 
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事例 各種団体、コンサルタントにおける復興事前準備の取組 

 各種団体、コンサルタントは、市町村への復興事前準備の取組を働き

かける主体、復興まちづくりの経験、知見を有する専門家、市町村や住

民と協働で復興事前準備に取り組む主体としての役割を担う。 

復興事前準備を考える上では、過去の災害からの復興まちづくりの経

験を踏まえることが必要であり、各種団体、コンサルタントは、東日本

大震災等の大規模災害からの復興まちづくりに国・関係機関・地方公共

団体からの受託業務として携わり、多くの経験をし、知見を得ている。 

各種団体、コンサルタントが市町村の復興事前準備の取組の促進に関

わることが重要である。 

各種団体、コンサルタントにおける復興事前準備の取組例として、以

下の事項が挙げられる。 

 ・市町村での復興体制、復興手順、事前復興計画等の作成支援 

 ・復興事前準備をテーマとした講習会やシンポジウムの開催 

 ・復興まちづくりの経験を市町村に話す、勉強会や意見交換会の開催 

 ・都道府県、市町村と各種団体での復興事前準備から被災後の復興ま

ちづくりを含めた協定の締結 

 ・まちづくり専門家の派遣制度の確立 

出典：復興まちづくりのための事前準備ガイドライン 11）

  ※「復興事前準備」・・・平時から災害が発生した際のことを想定し、どのような被害

が発生しても対応できるよう、復興に資するソフト的対策を事

前に準備しておくこと。 

   ※「事前復興」・・・「復興事前準備」の取組に加えて、被災後の復興事業の困難さを考

え、事前に復興まちづくりを実現し、災害に強いまちにしておくこ

と。 
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事例 被災時の初動体制の検討 

（災害時要援護者支援） 

・支援制度の周知、避難誘導訓練の実施 

岡崎市(2010)「災害時要援護者支援制度「犠牲者ゼロ」は地域力から」P6 12）

・災害時要援護者登録名簿の作成（高齢者、障害者、外国人など）） 

  内閣府ほか(2005)「災害時要援護者の避難支援ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」P10 13）
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（震災復興の進め方の手引き作成） 

地域で、どのような手順で復興に取り組んでいくかをまとめ、関係者

（住民や行政等）が情報共有することで、被災時に備えるもの。 

葛飾区堀切地区事例 14)

12)堀切地区まちづくり懇談会地域防災部会(2009)  

『堀切地区 震災復興の進め方の手引き 骨子（案）』 
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（震災復興協議会の設立案の作成） 

 被災時に地域が主導して立ち上げる震災復興協議会の、設立に至るま

での基本的な手順や注意事項を定めたもの。 

葛飾区堀切地区事例 14)

12)堀切地区まちづくり懇談会地域防災部会(2009)  

『堀切地区 震災復興の進め方の手引き 骨子（案）』 
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（ステップ３ 地区課題解消のための計画策定､平時からのまちづくり） 

 ステップ３については、ステップ２の地域主導で行われた様々な検討

が、具体的な地区課題解消のための計画策定や施策の実施につながる段

階であり、例えば、市町村都市計画マスタープラン、地域防災計画、防

災都市づくり計画への位置付けや具体に土地区画整理事業等が実施され、

まちの安全性、持続性が確保されたり、復興計画の手順マニュアルが策

定され、まちの危機管理が向上することとなる。 

 また、住民個人の対策としては、建物の耐震化や家具の転倒防止対策

なども少しづつでも進むこととなる。 

事例 既存計画への位置づけ 

（都市計画マスタープランへの位置づけ） 

葛飾区(2011) 『葛飾区都市計画マスタープラン』P86-93
15)
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葛飾区(2011) 『葛飾区都市計画マスタープラン』P86-93
15)
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事例 被災時の初動体制の検討 

（地域防災計画への位置づけ） 

 地域防災計画に、国土交通省防災業務計画等を参考にして、復興事前

準備の取組を位置付ける。 

 地域防災計画に位置付ける復興事前準備の取組項目は、「復興体制」、

「復興手順」と「復興訓練」があり、その内容を理解する。 

 地域防災計画に「復興体制」、「復興手順」と「復興訓練」を位置づけ

る。 

出典：復興まちづくりのための事前準備ガイドライン 11） 

出典：愛知県地域防災計画 16）

（都市計画審議会での事前説明） 

 震災復興都市計画の手続きについて、被災後の混乱の中で、緊急かつ

円滑に震災復興都市計画を進めていくためには、事前に県や各市町村の

都市計画審議会で手続きを説明しておくことも重要である。 
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（２）実施にあたっての留意点 

※手引き（計画編）第二章より一部引用 

 事前復興の取組の実施にあたっては、以下に示す主な留意点を踏まえ

て、先述の事例として示された各種の取組等を部分的に始めたり連携し

て考え、組み合わせや積み重ねなど、地域に合った進め方を検討して実

施されたい。 

なお、本県における事前復興の取組は現在試行段階にあるため、どの

ような地域にどのような実施手法を当てはめていくのか、といった手法

の類型化や汎用性の問題については、今後各自治体での取組の実施状況

を踏まえ、逐次検討を進めていく必要があると考えている。 

１．地域の災害リスク情報の発信 

 事前復興の取組を進める際においては、はじめに現時点での対象地域

の災害環境の把握や分析を行い、起こりうる被災状況の様相（イメージ）

を把握し、これらの災害リスクの情報を発信していくこととなる。一方、

地域住民としては、自分達の住む地域がどのような危険性を持っている

かが知りたい情報である。そのため提供する情報は建物倒壊や延焼など

地域の具体的な危険性が示されたものとなるが、行政職員はできる限り

分かりやすい情報発信に努める必要がある。 

このように地域住民が都市災害リスクを十分に認識した上で、身近な

問題として捉えてもらうことが、次のステップに繋がって行くことにな

る。 

なお都市災害リスクの情報としては、これまでの都市計画基礎調査結

果から算出される地域の延焼危険度等の情報や延焼シミュレーションに

より推定される方法などがある。    ※手引き（計画編）第三章参照

また、東日本大震災後、国を始め愛知県や各市町村において被害想定

の見直しが進んでおり、南海トラフ巨大地震に対しての被害予測調査も

進められているため、これらを元に災害リスクの情報を提供する方法も

考えられる。 

これらと併せて住民自らがまち歩き点検や 

手作りマップ作りを行うことも地域の危機管 

理意識を向上させる上で有効である。 

内閣府発表の被害想定 17）
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２．協働による検討から、地域主導での検討へ 

 事前復興の取組は、住民主体、地域主導で実施して行くことが望まし

く、そのためには被災前の日頃から、地域住民への情報発信から、協働

関係の構築、そして地域主導の取組へとステップアップし、地域全体で

の防災意識の向上を図っていくことが必要となる。 

地域住民と行政との協働関係を構築するためには、区長や町内会長な

ど地元の役員や、既存のまちづくり組織、又は防災の観点から自主防災

組織、消防団などに呼び掛けて始めることも良い。 

地元の大学などと連携して始めたり、オブザーバーとして、有識者・

専門家の参加も考えられる。 

また、地域住民と復興について話し合いを行う場合は、まちの魅力（社

寺や祭りなど）も再発見し復興にどう活かすか検討するなど、地域のま

ちづくりと合わせて行うことも有効である。 

住民と行政のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ     自主防災会 15） 地域のお祭り   

県防災局 HP「愛知の自主防災会」より写真引用 18）

（出典 日本建築学会.”第２章 被害からの復興と専門家の支援”復興まちづくり,H21

年 12 月,p69 19）） 

「兵庫区松本地区では復興区画整理事業で「せせらぎ」をつくったが、これは維持管理

などたいへん面倒な施設である。 

（中略） 

 松本地区まちづくり協議会会長が言うには「このせせらぎがごみだらけになったときが

このまちの終わりやぞ。ここが放ったらかしになったらまた災害にあって死んでしまう

ぞ。ここがちゃんと手入れされているうちは大丈夫だ」と。確かにそうで、ここで顔を合

わせて何かをなるという時間が月に二時間でもあることがいざというときは非常に重要

で、それが地域防災の基本なのだということを協議会の会長は言っているわけである。 

（中略） 

 水があることで災害後には大いに役に立つとは思うが、それ以上に組織的・定常的にみ

んなが集まるための装置が用意されていることが、協議会を続けていくうえで非常に重要

である。
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３．被災直後からの様々なプロセスを踏まえた取組の検討

まちの復興は必ずしも被災直後から始まるわけではなく、現実には被

災者の救助や避難所生活などに始まり、その後応急仮設住宅への入居※1

などで生活再建を図りながら、復興まちづくりの検討を進めていくとい

うプロセスを経ることが多いと考えられる。 

このため、被災直後からの一連のプロセスや関連分野との課題などを

踏まえ、事前復興の取組を検討する必要がある。 

(例)・避難所の開設・運営 

・応急仮設住宅での自治会運営やボランティア活動、既存コ

ミュニティの存続※２

・応急仮設住宅や災害公営住宅の建設や運営 

・防災ボランティアコーディネーターの養成 

・住宅再建支援、被災者生活再建支援        など 

特に被災後の具体的な復興計画の策定段階においては、地域住民と行

政の協働体制での検討が不可欠であるため、その進め方の手順や体制な

どについても事前に関係者間で共有しておくと、より円滑に復興が進め

られることとなる。 

 また、事前復興の取組は被災後の迅速な都市復興だけでなく、被災前

に部分的にでも地区課題の解消が進み被害規模が軽減することも期待で

きるため、この効果も狙った上で取組手法を検討することも考えられる。 

※1 事前復興の取組は後述４のとおり密集市街地などが想定されている。

このような地区は再度被災防止のため建築制限を行い、不良街区の再生（家

屋のバラ建ち）を防ぎつつ迅速な復興を目指すことが考えられる。 

したがって建築制限の期間中においては、地区住民は応急仮設住宅などで

生活再建を図りながら、復興まちづくりの検討を進めることとなる。 
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※2 阪神・淡路大震災では災害公営住宅の入居の際に、仮設住宅の高齢者

を優先することとしたが、既存のコミュニティについては分断される結果も

生じた。これらは対策もとられたものの、結果として入居者構成については

高齢者が集中することとなり、併せて孤立化や孤独死が相次ぐこととなった。 

復興後においても、コミュニティの維持・促進が課題となっている。

※3 本稿関連分野については下記に詳しい。

愛知県防災局(2006）『愛知県避難所運営マニュアル（平成 18 年 12 月改訂）』20）

愛知県建設部(2011)『応急仮設住宅建設・管理マニュアル』21）

愛知県防災局「愛知県被災者生活支援情報ハンドブック」22）

http://www.pref.aichi.jp/bousai/zisin_saigai/index.html (2014 年 2 月 26 日) 

（出典 読売新聞「企画・連載 復興を問う 災害公営住宅 上」2012 年 7 月 24 日） 

一部抜粋 

阪神大震災の被災者たちが暮らす兵庫県の復興住宅では、６５歳以上の割合を示す高

齢化率が４７・４％（昨年３月時点）で、２人に１人が高齢者という 状況が続いてい

る。同県住宅管理課によると、一般の県営住宅では２５・０％。復興住宅が倍近いのは、

入居時に高齢者を優先したのが一番の理由だ。

「その結果、見知らぬ人が隣同士になり、孤独死などの問題も起きた」と同課の担当

者。「コミュニティーごとに入居してもらい、顔見知り同士が一緒に住むのがいい」とも

語った。 

◇孤立化防止のために 平山洋介・神戸大教授 

 被災地の住宅問題に詳しく、釜石市の検討会にオブザーバーとして参加している神戸

大の平山洋介教授（住宅政策）に、復興住宅を巡る地域性の重要性を聞いた。 

 「阪神大震災では地域性を全く考えず、被災者の中から高齢者や障害者をまず抽出し、

その人たちで希望する住宅を抽選する形だった。その結果、両隣の住民が誰なのかを互

いに知らない状況となり、孤独死などの問題が起きた」  （中略） 

 「住民の孤立化を防ぎ、今後のまちづくりを進めるためにも、地域性を維持すること

は重要だ」 

 「仮設住宅ではボランティアやＮＰＯ関係者が巡回し、入居者と頻繁に顔を合わせる

ことができるが、各部屋が鉄の扉で閉ざされた復興住宅では、お年寄りら災害弱者を見

守り、サポートする仕組み作りが大切だ」 
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４．実施地区について 

実施地区は、地震時に建物倒壊や火災延焼で大きな被害が想定される

都市基盤が脆弱な密集市街地などが対象と考えられる※。 

※例えば、震災復興検討地区カルテ、市町村都市計画マスタープラン、防災

都市づくり計画、その他市町村における基礎調査等で何らかの危険性がある

とされている地区など。 

また、本県においては、南海トラフ巨大地震を想定した被害予測の検討も

進められているので、それらも活用することも考えられる。 

そして、実施地区の範囲や規模は、実施内容にもよるが、地区のコミ

ュニティ、既存の組織、まちづくりの経緯、地元の防災意識の熟度など

も考慮に入れる必要がある。取組の進捗状況によっては、その後範囲を

絞って検討を進めていく方法もある。 

また、検討状況によっては、実施地区外にも影響することが考えられ

るので、それらの対応も留意して範囲を検討されたい。 

都市災害リスク（延焼危険度）の例 
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５．実施主体について 

先述の事前復興の取組の体系では、地域の実情に応じて住民主体で災

害リスクについて考え、段階的に地域主導の検討に向かうものとしてい

る。しかしながら、地域の災害リスクの様々な情報は行政が保有してい

ることから、まずは、行政がそれらの情報発信を行うことで、住民との

協働に向けたきっかけをつくっていく必要がある。 

また、これまで防災に関しては、防災教育や避難訓練など防災部局が

中心になって行われてきたが、今後は、まちづくりの観点から都市計画

部局も積極的に関与していくことが重要である。 

なお、都市計画部局は、建物建築年次など都市計画基礎調査のリスク

把握や対策に必要な地域の情報も多く保有しており、防災部局とも連携

して効果的にまちの防災性や危機管理の向上を図っていく必要がある。 

このようにして行政がきっかけを作り、段階的にでも地域住民主導の

検討に向かっていくことが望ましい。 
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６．実施手法について 

実施手法は、地域の熟度や対象の範囲などにより様々となるが、事前

復興の取組はワークショップで始められることが多い。 

被災時は、地域住民が連帯して様々な事象に対処する必要があるので、

地域の身近な人々と被害や対策について自ら創造性を働かせて行うワー

クショップは、情報・意見の共有化や住民の主体性を引き出すためには

適当な手法の一つであるといえる。 

このワークショップの開催においては、参加者が意欲的に取り組むこ

とができるように、適宜ファシリテーターや全体の進行管理役などを設

けて必要な手助け行うスタッフが必要となる。スタッフにおいては全体

の進行についての情報を共有しておくことが大事である。 

ワークショップの他にも、防災訓練や復興まちづくりの講演会を開催

するなど、実施内容や参加者数に応じて手法を考えることになる。 

また、これまでの防災訓練の中に、事前復興まちづくり模擬訓練のメ

ニューを加えて取り組むことも考えられる。 

いずれの手法においても形骸化やマンネリ化により参加者を飽きさせ

ないために、主催者においては一定の配慮が必要である。 

平成２７年度策定の「事前復興まちづくり模擬訓練プログラム」、平成

２９年度策定の「簡略版事前復興まちづくり模擬訓練プログラム」を活

用し、住民参加の模擬訓練を進めてもらいたい。 
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（３）他自治体の取組事例 

 他自治体の最新の取組事例が国土交通省都市局が公表している「復興

まちづくりのための事前準備ガイドライン【資料編】」に記載されている。 

※平成３０年７月２４日付け 国土交通省 HPに記載 

http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_fr_000036.html
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